
 

 

                        

 

平成２３年度 主な中心市街地活性化関連予算等について 
平成２３年４月１日 

国 土 交 通 省 

 

中心市街地の活性化を図るため、中心市街地活性化法に基づき市町村が作成する

基本計画の内閣総理大臣の認定を受けた地区における、認定基本計画に基づく以下

の取組に対して重点的な支援を実施する。 

 

市街地の整備改善に資する事業 
○街なか再生を促進するための面整備事業 

面としての中心市街地の機能向上、環境改善、防災機能の向上等に資するよう、

土地区画整理事業、市街地再開発事業等の活用により面的な整備を推進する。 
（都市再生整備計画事業：別紙１、まち再生出資：別紙２、都市再生土地区画整理事業：別紙３、

市街地再開発事業等：別紙４） 
 
○道路、公園、駐車場等の都市基盤施設等の整備 

中心市街地を支える道路、公園、駐車場、下水道等公共の用に供する都市基盤施

設の整備事業を推進する。（都市・地域交通戦略推進事業：別紙５） 

 
都市福利施設の整備に資する事業 

○都市機能の集積促進 
暮らし・にぎわい再生事業（別紙６）を活用し、教育文化施設、医療施設、社会福

祉施設等を含めた、多様な都市機能の集積促進を図る。 
 
街なか居住の推進に資する事業 

○優良な住宅の整備 
中心市街地共同住宅供給事業（別紙７）、街なか居住再生ファンド（別紙８）等を活

用し多様な居住ニーズに対応した優良な住宅の供給を推進する。 
 

○居住環境の整備 
優良な住宅整備を行う事業と併せて、住宅市街地を総合的に整備し、居住環境の

向上を推進する。 
    
その他中心市街地の活性化に資する事業 

○公共交通機関の利用者の利便の増進 
 公共交通機関や交通結節点等の整備を進め、中心市街地へのアクセスの利便性の

向上、中心市街地内の移動の利便性の向上を図る。（都市・地域交通戦略推進事業：再掲） 

 
○民間のまちづくりの担い手による都市環境維持改善活動の促進 
  民間のまちづくりの担い手による地区レベルの都市環境維持改善活動（エリアマ

ネジメント）を促進し、まちの魅力・活力の維持・向上を通じた地域参加型の持続

可能なまちづくりの実現と定着を図る。（都市環境改善支援事業（エリアマネジメント支援

事業）（別紙９）、都市環境維持・改善事業資金（別紙１０）） 



別紙１ 

都市再生整備計画事業  
  
① 概要 

地域の歴史・文化・自然環境等の特性を活かした個性あふれるまちづ

くりを実施し、全国の都市の再生を効率的に推進することにより、地域

住民の生活の質の向上と地域経済・社会の活性化を図ることを目的とし、

市町村が作成した都市再生整備計画に基づき実施される事業等である

(従来のまちづくり交付金事業)。 
 

② 予算 

     社会資本整備総合交付金予算１．７５兆円の内数 

 

③ 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

○内閣総理大臣による認定を受けた中心市街地活性化基本計画に基づ

く事業を行う地区が、一定の要件を満たす場合、交付限度額における市

町村の提案事業枠を１割から２割に拡大する。 

○内閣総理大臣による認定を受けた中心市街地活性化基本計画に関連

する一定の要件を満たす地区については、交付率の上限を４０％から 

４５％に拡充する。 

 

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽ
社会実験

駅前広場
人工地盤

道路

公園

空き店舗活用

都市再生整備計画事業（従来のまちづくり交付金事業）の概要

（提案事業）

ｺﾐｭﾆﾃｨﾊﾞｽの社会実験等
のソフト事業等

市町村は都市再生整備計画作成、提出
（事前評価＋公表）

＋

道路、公園、河川、下水
道、地域交流センター、高
質空間形成施設、既存建
造物活用事業等

○平成22年度創設の社会資本整備総合交付金の基幹事業として位置づけ。
（既に国土交通大臣に提出された都市再生整備計画については、当該交付期間内は「特定計画」とし
て、新たに社会資本総合整備計画を作成し提出することなく新交付金の交付が可能。）

地域交流
センター

○都市再生特別措置法第46条第1項の都市再生整備計画に基づく事業等（提案事業も含む）

都市公園等事業、市街地整備事業、都市水環境整備事業 等
＋

他の基幹事業を適宜組み合わせ、また必要に応じて一体的に実施する関連事業を組み合わせる
ことにより、効果的なまちづくりを実施。

＋

関連社会資本
整備事業

効果促進事業

○都市再生整備計画事業（従来のまちづくり交付金事業）

基礎額となる国費は従来のまちづくり交付金の国費率計算と同様。（概ね４割）

基幹事業 関連事業

社会資本総合整備計画（市街地整備分野）の作成

歩道整備



別紙２ 

 

①概要 

都市再生に資する優良な民間都市開発事業の立ち上げを支援するため、

市町村が作成する都市再生整備計画に記載された事業（従来のまちづくり

交付金事業）と一体的に施行しようとする都市再生整備計画事業と連携し

た民間都市開発プロジェクトへの出資等により、まち再生のために民間資

金の誘導を図る。 
 
②予算 

基金１１７億円（平成２３年３月末現在）を原資に支援 
 

③ 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

○面積要件の引き下げ 

中心市街地の活性化に資する民間都市開発事業を一層支援するため、

内閣総理大臣の認定を受けた中心市街地活性化基本計画区域内におい

て事業区域面積を 0.2ha 以上とする要件緩和を行う。 
 

 

  

 
 

 

 

まち再生出資 



別紙３ 

都市再生土地区画整理事業 
  
①概要 

空洞化が進行する中心市街地等の都市基盤が不十分で整備が必要な既

成市街地並びに被災した市街地において、土地区画整理事業の実施によ

り、都市基盤の整備と併せて街区の再編を行い、安全・安心で快適に暮

らすことができ、活力ある経済活動の基盤となる市街地への再生・再構

築を図る。 

 

②予算 

    社会資本整備総合交付金予算１．７５兆円の内数 
     ※この他、地方公共団体以外（独立行政法人都市再生機構）に対しては、補助事業として支援。 

(事業費３６百万円（国費１２百万円）) 

 

 

③ 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

○都市再生区画整理事業の重点地区に位置付け。 

○教育文化施設、医療施設等の公益施設の立地を促進するため、これら

施設が立地する敷地上の建築物等の移転補償費を交付限度額に追加。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地活性化を推進するための特例措置 中心市街地活性化を推進するための制度拡充

空き店舗 

空き店舗

空き店舗 空き地

整備前 整備後

集約された商店街

換地

空き地・空き店舗

の入替え・集約

教育文化施設、医療

施設等の公益施設 が
立地する敷地上の既

存建築物の 移転補償

費を補助限度額に追

加 

他事業と一体で行われる

複数の事業 も補助対象とな

るよう面積要件を拡充

公共用地の増分に係 
る補助限度額を拡充

教育文化
施設

既存商店街 

共同住宅 

病院

市民ホール

中心市街地活性化を推進するための制度拡充

空き店舗 

空き店舗

空き店舗 空き地

整備前 整備後

集約された商店街

換地

空き地・空き店舗

の入替え・集約

教育文化施設、医療

施設等の公益施設 が
立地する敷地上の既

存建築物の 移転補償

費を交付限度額に追

加 

他事業と一体で行われる

複数の事業 も補助対象とな

るよう面積要件を拡充

他事業と一体で行われる

複数の事業 も補助対象とな

るよう面積要件を拡充

公共用地の増分に係 
る補助限度額を拡充

公共用地の増分に係 
る補助限度額を拡充

教育文化
施設

既存商店街 

共同住宅 

病院

市民ホール



別紙４ 

 

①概要 

老朽木造建築物が密集している地区等において、細分化された敷地の

統合、不燃化された共同建築物の建築、公園、広場等の公共施設の整備

等を行うことにより、都市における土地の合理的かつ健全な高度利用と

都市機能の更新を図る。 

 

②予算 

社会資本整備総合交付金予算１．７５兆円の内数 
※この他、地方公共団体以外（独立行政法人都市再生機構及び協議会）に対しては、補助事業として支援。 

(事業費６０百万円（国費３０百万円）) 

                        

③ 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

地域の床需要等に即した計画に基づく事業を促進するため、中心市街

地に係る市街地再開発事業について、共同施設整備費及び土地整備費の

補助額を増額し、事業者負担を軽減する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

市街地再開発事業等 

【通常】 【中心市街地】

事業者1/3

国 １／３

事業者

＜事業費＞

地方 １／３

事業者
20/100又は10/100

国
40/100又は

45/100

事業者

＜事業費＞

地方
40/100又は

45/100

補助額
を拡大



別紙５ 

 

①概要 

徒歩、自転車、自動車、公共交通など多様なモードの連携が図られた、

自由通路、地下街、駐車場等の公共的空間や公共交通などからなる都市の

交通システムを明確な政策目的に基づいて総合的に整備し、都市交通の円

滑化を図るとともに、都市施設整備や土地利用の再編により、都市再生を

推進する。 

 

②予算 

社会資本整備総合交付金１．７５兆円 
※この他、地方公共団体以外（協議会）を対象とした予算については、従来と同様に補助制度として残る。 
(事業費２０７百万円（国費６９百万円）) 

       

③中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

○中心市街地活性化基本計画において定められている又は定められ

ることが確実な区域に対して、都市交通システム整備事業による支

援が可能。 

○都市・地域総合交通戦略を策定している都市であり、かつ、中心市街地 

  活性化基本計画に定められている区域については、自転車関連経費に対 

する支援を拡充。（補助率：１／３→１／２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

都市・地域交通戦略推進事業 

◇コミュニティ交通（コミュニティサイクル）の展開イメージ 

サイクルポート（自 
転車駐車場）の整備 

自転車交通と交通
モード間の連携

サイクルポート
（自転車駐車場）

ＩＣカードシステム

ＣP

サイクルポート（自 
サイクルポート（自 
転車駐車場）の整備 

モード間の連携

自転車交通と交通 
モード間の連携

ＣP



別紙６ 

 

 

①概要 

中心市街地の再生を図るため、内閣総理大臣による中心市街地活性化基

本計画の認定を受けた地区について、都市機能のまちなか立地、空きビル

再生、多目的広場等の整備等を総合的に支援することにより、まちなかに

公共公益施設等の都市機能等の導入を図る。 

 

②予算 

  社会資本整備総合交付金  １．７５兆円の内数 ※都道府県施行分を除く 

  地 域 自主 戦 略交 付 金 ５，１２０億円の内数 ※都道府県施行分 

   

③ 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

中心市街地の振興方策として、都市機能の導入を中心としたまちづくり

により、まちなかの暮らし・にぎわいを再生するための支援措置として創

設。 

 

 
 

 

暮らし・にぎわい再生事業 



別紙７ 

中心市街地共同住宅供給事業 

 

①概要 

中心市街地の再生を図るため、中心市街地活性化基本計画の認定を受

けた中心市街地において、優良な共同住宅の供給を支援する。 

 

②予算 

  社会資本整備総合交付金１．７５兆円の内数 
  ※この他、地方公共団体以外（独立行政法人都市再生機構）に対しては、補助事業として支援。 

（事業費１１，８３２百万円の内数（国費１，２２５百万円の内数)） 

 

③ 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置          
           

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

中心市街地活性化基本計画 

・共同住宅の供給その他の居住環境の整備を図るための事業
内閣総理大臣による

基本計画認定

中心市街地共同住宅供給事業（法定事業）

【補助対象 】
・調査設計計画費
・土地整備費 
・共同施設整備

【施行者等 】
・地方公共団体、都市再生機構 （補助率１/３以内 ）
・地方住宅供給公社、民間事業者等（補助率２/３以内：国１ /３・地方公共団体１/３ ）

調査設計計画費

土地整備費

調査設計計画費

土地整備費

市町村長による 
事業計画認定 

【事業要件 】
優良な住宅を１０戸以上供給
（延べ床面積の１/ ２以上が住宅）
敷地面積が概ね５００㎡以上
地階を除く階数が３階以上
耐火建築物または準耐火建築物等



別紙８ 

街なか居住再生ファンド 

 

①概要 

中心市街地の再生を図るため、中心市街地活性化法に基づく内閣総理

大臣による認定を受けた基本計画の区域内等で行われる民間の住宅等

の整備事業や活動拠点等の整備事業に対して出資による支援を行う。 

   

②予算 

基金７８億円（平成２３年３月末現在）を原資に支援 

 

③中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

○中心市街地等における民間の多様な住宅等の整備事業及び活動拠点等

の整備事業に対し出資により支援。 

○平成２１年度から、直接支援方式について中心市街地活性化基本計画

の区域内で行われる事業で地方公共団体が当該区域の周辺で公共施設

整備を行う場合、地方公共団体の独自の支援なしで出資可能とした。 

自己資金

ファンド持分

事業コスト

民間金融
機関借入

優先

劣後

対象事業を行うＳＰＣ

地権者等が出資

地権者に次ぐ劣後部分
をファンドから出資

○対象事業

・民間の住宅等の整備事業

・街なか居住の再生に資する活動拠点等の整備事業

○対象区域

・中心市街地活性化法に基づく国の認定を受けた

基本計画の区域内

・街なか居住の再生を図るべき一定の要件を満たす

ニュータウン 等

 

 

 

 

 

＊ 

 



別紙９ 

 

①概要 

民間のまちづくりの担い手や官民の連携による地区レベルの都市環境

改善活動（エリアマネジメント）を促進するため、国として特に推進す

べき施策により都市環境が創出される地区において、計画コーディネー

トや、公共・共用空間の利活用等を内容とする都市環境維持・改善計画

の作成に加え、同計画に基づき行われる社会実験・実証事業等の取組に

対して支援する。 

 

②予算                      
（単位：百万円） 

区   分 
23年度(A) 22年度(B) 倍率(A/B) 

事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費 

都市環境改善支援

事業（エリアマネジ

メント支援事業） 

212 86 276 176 0.73 0.85

 （注）上記額は本事業全体の予算額であり、これを基に中心市街地活性化関連の取組に 

対しても支援を行う。 

      

③ 中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

認定中心市街地活性化基本計画の区域等における民間の担い手による

地区レベルの都市環境維持改善活動（エリアマネジメント）に対する支

援措置として創設。 

 

 

 
 

都市環境改善支援事業（エリアマネジメント支援事業） 



別紙１０ 

 

①概要 

地域住民・地権者の手による良好な都市機能及び都市環境の保全・創

出を推進するため、まちづくり会社等が自立・持続的な地域のエリアマ

ネジメントを目的として、空き地・空き店舗の活用、駐車場の整備等の

ハード事業を行う場合に、これらを都市環境維持・改善事業と位置付け、

その事業資金に対して地方公共団体を通じて無利子貸付を行う。 

 

②予算 
（単位：百万円） 

区   分 
23年度(A) 22年度(B) 倍率(A/B) 

事業費 国費 事業費 国費 事業費 国費 

都市環境維持・改善

事業資金融資  

（都市開発資金） 

1,800
(900)

450
1,672

(836)

418 
1.08 1.08

 （注）上段()書きは、地方公共団体負担分を含んだ貸付額である。 

また、上記額は本事業全体の予算額であり、これを基に中心市街地活性化関連の取組に 

対しても支援を行う。 

 

③中心市街地活性化基本計画の認定を受けた場合の特例措置 

認定中心市街地活性化基本計画の区域等における民間の担い手による 

地区レベルの都市環境維持改善活動（エリアマネジメント）に対する支

援措置として創設。 

 

 

都市環境維持・改善事業資金 

都市再生整備計画にもとづき 

都市環境維持・改善事業を施行 

都市再生整備推進法人 
（一般社団法人、一般財団法人）

 

まちづくり法人 
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